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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等が含まれておりません。 

２ 第17期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。 

３ 第17期中間連結会計期間から第19期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たりの中間（当期）純利益については、新

株引受権の残高がありますが、１株当たり中間（当期）純損失が計上されているため、記載しておりません。 

４ 平成17年２月18日付及び平成18年２月17日付をもってそれぞれ普通株式１株を２株に分割しております。なお、第17期中

間連結会計期間から第18期の１株当たり中間（当期）純損失については、期首に株式分割が行われたものとして算出して

おります。 

５ 平成17年12月28日開催の臨時株主総会決議により、決算期を12月31日から３月31日に変更しました。従って第18期は平成

18年１月１日から平成18年３月31日の３ヵ月間となっております。また、第18期は中間決算を行っておりません。 

  

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

―

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

自 平成18年 
  １月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 405,106 ― 119,396 633,645 204,674 

経常利益 
又は経常損失 (△) 

(千円) △101,262 ― △124,258 △218,207 3,826 

中間(当期)純損失 (千円) 101,682 ― 126,043 116,483 27,559 

純資産額 (千円) 530,149 ― 2,049,417 1,149,758 1,122,199 

総資産額 (千円) 866,350 ― 3,318,170 1,675,511 1,625,014 

１株当たり純資産額 (円) 40,674.37 ― 53,956.18 74,254.64 36,237.38 

１株当たり中間(当期) 
純損失 

(円) 7,825.38 ― 3,918.28 8,786.59 889.94 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 61.2 ― 61.8 68.6 69.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 55,466 ― △71,007 △134,110 △45,974 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △6,581 ― 81,108 △17,753 △502,769 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 26,625 ― △127,210 892,963 △27,597 

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 628,991 ― 601,131 1,294,582 718,241 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者
数) 

(名) 
39 
(―) 

―
83
(―) 

31 
(―) 

32 
(―) 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等が含まれておりません。 

２ 第17期中間会計期間から第19期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たりの中間（当期）純利益については、新株引受権

の残高がありますが、１株当たり中間（当期）純損失が計上されているため、記載しておりません。 
  

３ 平成17年２月18日付及び平成18年２月17日付をもってそれぞれ普通株式１株を２株に分割しております。なお、第17期中

間会計期間から第18期の１株当たり中間（当期）純損失については、期首に株式分割が行われたものとして算出しており

ます。 

４ 平成17年12月28日開催の臨時株主総会決議により、決算期を12月31日から３月31日に変更しました。従って第18期は平成

18年１月１日から平成18年３月31日の３ヵ月間となっております。また、第18期は中間決算を行っておりません。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

―

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 386,201 ― 119,396 588,545 203,143 

経常利益 
又は経常損失 (△) 

(千円) △95,085 ― △118,047 △205,159 5,066

中間(当期)純損失  (千円) 95,350 ― 119,742 115,559 30,747

資本金 (千円) 405,815 ― 729,125 726,695 726,695 

発行済株式総数 (株) 13,034 ― 37,983 15,484 30,968 

純資産額 (千円) 537,695 ― 2,054,669 1,151,897 1,121,150 

総資産額 (千円) 857,270 ― 2,407,138 1,680,080 1,626,056 

１株当たり純資産額 (円) 41,253.33 ― 54,094.45 74,392.74 36,203.51 

１株当たり中間(当期) 
純損失  

(円) 7,338.05 ― 3,722.40 8,716.85 992.87 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.7 ― 85.4 68.6 68.9 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
39 
(―) 

―
29
(―)  

31 
(―)

32
(―)



２ 【事業の内容】 

 当中間連結会計期間より、新たに「医療関連支援システム」事業を追加しておりますが、これは連結子会社の増

加によるものであります。これによって、当中間連結会計期間末における事業内容及び関係会社の事業セグメント

に関する位置付けは次のとおりとなります。 

※モイス研究所株式会社を平成18年８月１日付で株式交換により子会社化し、当中間連結会計期間から連結子会

社に追加いたしました。 

同社は病院や薬局、介護施設・事業者等に対してシステム製品の提供と運営サポートを行う「医療関連支援シス

テム」事業を行っております。 

  

以上を事業系列図によって示すと次のとおりであります。 
  

 
  

事業セグメント 事業内容 主要な会社 

業務・システム 

最適化ソリューション 

業務・システム最適化コンサルティングサ

ービス 

当社 

情報政策研究所株式会社 

医療関連支援システム 
医療・福祉系システム・パッケージソフト

の開発及び販売 

モイス研究所株式会社 ※ 



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに連結子会社となりました。 

（注）１. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

   ２． モイス研究所株式会社は、特定子会社であります。 

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

(平成18年９月30日現在) 

(注) １. 従業員数は就業人員であります。 

２. 従業員数が前連結会計年度末に比し、51名増加しましたのは、主としてモイス研究所株式会社を連結 

したことによるものです。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所 
資本金
(百万円) 

主要な事業の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
(％) 

関係内容

モイス研究所株式会社 
東京都 
千代田区 

224
医療関連支援 
システム 

100

医療関連支援システム事業に当
社の業務・システム最適化ソリ
ューションサービスを融合さ
せ、事業の推進、展開を行って
おります。 
役員の兼任 ２名 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

業務・システム最適化ソリューション 29 

医療関連支援システム 54 

合計 83 

従業員数(名) 29 



  
第２ 【事業の状況】 

前連結会計年度は決算期変更により３ヵ月決算となっており、中間連結決算を行っていないため、対前年同期比較は

行っておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景にした個人消費の増加や、雇用情勢改善の広がりなどに見ら

れるような景気の回復が続きました。当社グループを取巻く環境については、政府の情報化基本計画「ＩＴ新改革戦略」の具体的

な施策集ともいえる「重点計画‐2006」が当中間連結会計期間中の2006年7月26日に発表されたことで、「ＩＴの有する構造改革力

の追求」がテーマとしての浸透を深めております。この「重点計画‐2006」では、「ＩＴによる医療の構造改革」が具体的施策の

第一番目に掲げられており、この分野におけるＩＴの社会的な重要度が裏付けられていると考えます。 

このような状況下、当社グループでは、官公庁や民間企業に対する「業務・システム最適化ソリューション」の提供に係わる受

注活動を強力に推進し、事業の拡大を図ってまいりました。この結果、中央省庁、自治体、独立行政法人等からの受注は順調に推

移し、新規顧客の開拓にも成果が見られましたが、公共部門の受注比率が高まり、こうした売上計上は年度末に集中するため、当

中間期業績への寄与がわずかとなったことなどにより、当社グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高119百万円、経常損失

124百万円、中間純損失126百万円となりました。 

なお、当中間連結会計期間において子会社化したモイス研究所株式会社の損益につきましては、当連結会計年度の第３四半期よ

り連結損益に反映することとなります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の減少や株式交換による子会社資金の

受入額等の増加要因があったものの、税金等調整前中間純損失やたな卸資産の増加及び短期借入金の純減額等により、前連結会計

年度末に比べて117百万円減少し、当中間連結会計期間末には601百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動の結果支出した資金は71百万円となりました。これは主に、売上債権の減少額132百万円が

あったものの、税金等調整前中間純損失124百万円やたな卸資産が前連結会計年度末に比べて54百万円増加したこと等によるもので

あります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において投資活動の結果得られた資金は81百万円となりました。これは主に、貸付けによる支出1,400百万円

や投資有価証券の取得による支出30百万円があったものの、貸付金の回収による収入1,400百万円及び株式交換による子会社資金の

受入額114百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において財務活動の結果支出した資金は127百万円となりました。これは主に、短期借入金の純減額100百万

円、長期借入金の返済による支出11百万円及び社債の償還による支出20百万円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 金額は、当期総製造費用であります。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

   ３ 前連結会計年度は決算期変更により３ヶ月決算のため、当中間連結会計期間については、前年同期との対比は行っており

ません。 

  

(2) 受注状況 

  

(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２ 前連結会計年度は決算期変更により３ヶ月決算のため、当中間連結会計期間については、前年同期との対比は行っており

ません。 

  

 (3) 販売実績 

  

(注)  １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 前連結会計年度は決算期変更により３ヶ月決算のため、当中間連結会計期間については、前年同期との対比は行ってお

りません。 

３  主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 前年同期比（％） 

業務・システム最適化ソリューション 140,218 －

合計 140,218 －

事業の種類別セグメントの名称   受注高（千円）   前年同期比（％）   受注残高（千円）  前年同期比（％）

業務・システム最適化 
ソリューション 

397,848 － 340,000 －

合計 397,848 － 340,000 －

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％） 

業務・システム最適化ソリューション 119,396 －

合計
 

119,396 －

相手先 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

金額(千円) 割合(％) 

株式会社ジェイエスアイ 16,533 13.8 

文部科学省 12,960 10.9 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は平成18年４月27日開催の取締役会において、モイス研究所株式会社との株式交換契約について決議し、平成

18年５月１日付で株式交換契約を締結いたしました。同契約は、平成18年６月29日開催の当社定時株主総会において

承認され、平成18年８月１日に株式交換が実施されております。 

(1) 株式交換の相手会社の名称等 

   名称     モイス研究所株式会社 

   本店所在地  東京都千代田区 

   代表者の氏名 代表取締役社長 内田清治 

   資本金    224,300千円（平成18年８月１日現在） 

   事業の内容  医療関連支援システム事業 

(2) 株式交換の目的 

   医療関連システム事業への参入目的としています。 

(3) 株式交換比率 

   モイス研究所株式会社の株式１株に対し、当社株式1.756株を割当てます。 

(4) 株式交換により新たに発行する株式 

   普通株式6,943株 

(5) モイス研究所株式会社の資産・負債の状況等（平成18年８月１日現在） 

   流動資産  240,908千円   流動負債  551,672千円 

   固定資産  676,064千円   固定負債  164,464千円 

   資産合計  916,973千円   負債合計  716,137千円 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



  
第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  



  
第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

(注) １ 発行済株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２ 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

以下の新株予約権は、商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律(平成13年法律第

129号。以下、「商法等改正整備法」という。)第19条第１項の規定により新株予約権とみなされる新株引受権であ

り、商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第128号)により改正される以前の商法第280条ノ19第１項の規定に

基づく特別決議により発行された新株引受権であります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 85,440 

計 85,440 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 37,983 37,983
東京証券取引所マザ
ーズ市場 

(注１) 

計 37,983 37,983 ― ― 



① 平成12年９月８日臨時株主総会において特別決議された新株引受権(ストックオプション)の状況 
  

  

(注) １ 新株引受権の目的となる株式の数の調整について 

  株式の分割又は併合をするときは、次の算式により未行使の新株引受権の目的たる株式の数を調整し、端数は切り捨て

る。 

   調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率 

２ 新株引受権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について 

  時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。また、発行価額は、株式分割及び株式併合の場合にも適宜調整する。 
  

  
３ 主な新株引受権の行使条件について 

 Ａ 権利行使時に従業員であることを要する。取締役、監査役に関しては本新株引受権の行使期間満了時までに取締役、監

査役の地位を失った後も権利行使することができる。（ただし、「新株引受権付与契約書」の本新株引受権の喪失の条

件を満たしている場合を除く） 

 Ｂ 新株引受権の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 

 Ｃ 上記のほか細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与契約書」に定めるところによる。

４ 平成13年６月26日開催の取締役会決議により、平成13年７月12日付で普通株式１株が普通株式３株へと分割されたことに

より、発行価格は80,000円から当時の株式額面金額である50,000円へと調整されております。 

    ５  平成16年12月3日開催の取締役会の決議により、平成17年2月18日付で普通株式１株が普通株式２株へと分割されたことに

より発行価格は25,000円に調整されております。 

６ 新株引受権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から権利放棄、権利行使、退職等により権利を喪

失した株数を控除した数であります。 

    ７  平成17年12月5日開催の取締役会の決議により、平成18年2月17日付で普通株式１株が普通株式２株へと分割されたことに

より発行価格は12,500円に調整されております。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注）６ 636株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり12,500円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成14年９月10日から
平成21年８月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格     12,500円
資本組入額    12,500円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注３) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注３) 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

  

調整後発行価額＝調整前発行価額× 

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たり時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



② 平成13年９月26日臨時株主総会において特別決議された新株引受権(ストックオプション)の状況 

  

(注) １ 新株引受権の目的となる株式の数の調整について 

  株式の分割又は併合をするときは、次の算式により未行使の新株引受権の目的たる株式の数を調整し、端数は切り捨て

る。 

   調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率 

２ 新株引受権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について 

  時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。また、発行価額は、株式分割及び株式併合の場合にも適宜調整する。 
  

  

３ 主な新株引受権の行使条件について 

 Ａ 権利行使時に従業員であることを要する。取締役、監査役に関しては本新株引受権の行使期間満了時までに取締役、監

査役の地位を失った後も権利行使することができる。（ただし、「新株引受権付与契約書」の本新株引受権の喪失の条

件を満たしている場合を除く） 

 Ｂ 権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に定める条件により、相続人が権利を行使することができる。 

 Ｃ 新株引受権の譲渡、質入その他一切の処分は認めない。 

 Ｄ 上記のほか細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与契約書」に定めるところによる。

４ 新株引受権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から権利放棄、権利行使、退職等により権利を喪

失した株数を控除した数であります。 

    ５  平成16年12月3日開催の取締役会の決議により、平成17年2月18日付で普通株式１株が普通株式２株へと分割されたことに

より発行価格は135,000円に調整されております。 

    ６  平成17年12月5日開催の取締役会の決議により、平成18年2月17日付で普通株式１株が普通株式２株へと分割されたことに

より発行価格は67,500円に調整されております。 

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注）４ 588株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり67,500円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年10月１日から
平成22年８月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    67,500円
資本組入額    33,750円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注３) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注３) 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

  

調整後発行価額＝調整前発行価額× 

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たり時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



③ 平成14年３月29日定時株主総会において特別決議された新株引受権(ストックオプション)の状況 

  

(注) １ 新株引受権の目的となる株式の数の調整について 

  株式の分割又は併合をするときは、次の算式により未行使の新株引受権の目的たる株式の数を調整し、端数は切り捨て

る。 

   調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率 

２ 新株引受権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について 

  時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。また、発行価額は、株式分割及び株式併合の場合にも適宜調整する。 
  

３ 主な新株引受権の行使条件について 

 Ａ 権利行使時に当社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。 

 Ｂ 権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に定める条件により、相続人が権利を行使することができる。 

 Ｃ 新株引受権の譲渡、質入その他一切の処分は認めない。 

 Ｄ 上記のほか細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与契約書」に定めるところによる。

４ 新株引受権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から権利放棄、権利行使、退職等により権利を喪

失した株数を控除した数であります。 

    ５  平成16年12月3日開催の取締役会の決議により、平成17年2月18日付で普通株式１株が普通株式２株へと分割されたことに

より発行価格は135,000円に調整されております。 

    ６  平成17年12月5日開催の取締役会の決議により、平成18年2月17日付で普通株式１株が普通株式２株へと分割されたことに

より発行価格は67,500円に調整されております。 

  

  

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注）４ 48株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり67,500円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年４月１日から
平成23年３月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    67,500円
資本組入額    33,750円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注３) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注３) 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

  

調整後発行価額＝調整前発行価額× 

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たり時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) １ 株式交換による増加 

２ 新株引受権（ストックオプション）の行使による増加 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

(平成18年９月30日現在) 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年８月１日 
(注)１ 

6,943 37,911 ― 726,695 1,048,393 1,633,838

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日(注)２ 

72 37,983 2,430 729,125 2,430 1,636,268

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社エイチジーシステム 東京都千代田区丸の内１－８－２ 5,780 15.22 

宇田川 一 則 東京都文京区 5,708 15.03 

梶   弘 幸 東京都品川区 2,927 7.71 

青 木 保 一 東京都板橋区 2,444 6.43 

和 田  洋 東京都渋谷区 1,757 4.63 

内 田 清 治 東京都八王子市 999 2.63 

近 江 久 則 東京都港区 800 2.11 

髙 橋 直 之 東京都豊島区 634 1.67 

宇田川 由紀子 東京都文京区 456 1.20 

川 田 一 哉 埼玉県さいたま市北区 379 1.00 

計   21,884 57.62 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成18年９月30日現在) 

  

② 【自己株式等】 

(平成18年９月30日現在) 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 37,983 37,983
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であります。 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 37,983 ― ― 

総株主の議決権 ― 37,983 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 205,000 165,000 153,000 143,000 143,000 121,000 

最低(円) 136,000 100,000 90,000 103,000 115,000 97,000 



  
第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

て、監査法人和宏事務所により中間監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

第18期連結会計年度の連結財務諸表及び第18期事業年度の財務諸表    あずさ監査法人 

第19期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第19期中間会計期間の中間財務諸表  

監査法人和宏事務所 

  

３ 決算期変更について 

平成17年12月28日開催の臨時株主総会における定款一部変更の決議により、決算期を12月31日から３月31日に変更

いたしました。 

したがって、前連結会計年度及び前事業年度は平成18年１月１日から平成18年３月31日までの３ヵ月間となってお

り、中間連結決算及び中間決算は行っていないため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書並びに中間貸借対照表及び中間損益計算書については前中間連結会計期間及び前中

間会計期間との対比は行っておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  
当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金   501,812     718,241     

２．売掛金   173,292     166,341     

３．有価証券   99,319     ―     

４．たな卸資産   80,827     14,319     

５．短期貸付金   503,000     500,000     

６．その他 ※2 92,802     12,950     

  貸倒引当金   △140     △44     

流動資産合計     1,450,914 43.7   1,411,807 86.9 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産 ※1 43,235     32,994     

 ２．無形固定資産               

  (1)のれん   951,573     ―     

  (2)ソフトウェア   127,256     1,362     

  (3)ソフトウェア仮勘定   405,609     ―     

  (4)その他   1,211     403     

   無形固定資産合計   1,485,651     1,765     

 ３．投資その他の資産   338,368     178,446     

固定資産合計     1,867,255 56.3   213,206 13.1 

資産合計     3,318,170 100.0   1,625,014 100.0 

      



  

  

  
当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金   30,841     ―     

２．短期借入金   483,000     200,000     

３．１年内返済予定長期 
借入金 

140,480 23,200    

４．１年内償還予定社債 73,400 40,000    

５．賞与引当金   10,407     14,925     

６．その他   79,699     49,489     

流動負債合計     817,827 24.6   327,615 20.1 

Ⅱ 固定負債               

１．社債   186,600     140,000     

２．長期借入金   260,300     35,200     

３．その他   4,024     ―     

固定負債合計     450,924 13.6   175,200 10.8 

負債合計     1,268,752 38.2   502,815 30.9 

                

(少数株主持分)               

少数株主持分     ― ―   ― ― 

                

(資本の部)               

Ⅰ 資本金     ― ―   726,695 44.7 

Ⅱ 資本剰余金     ― ―   585,445 36.1 

Ⅲ 利益剰余金     ― ―   △189,940 △11.7 

資本合計     ― ―   1,122,199 69.1 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 ― ― 1,625,014 100.0

      



  

  

  
当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金   729,125     ―     

２．資本剰余金   1,636,268     ―     

３．利益剰余金   △315,984     ―     

株主資本合計     2,049,408 61.8   ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券 
  評価差額金 

8 ―    

評価・換算差額等合計     8 0.0   ― ― 

純資産合計     2,049,417 61.8   ― ― 

負債純資産合計     3,318,170 100.0   ― ― 

      



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     119,396 100.0   204,674 100.0 

Ⅱ 売上原価     85,475 71.6   120,418 58.8 

売上総利益     33,920 28.4   84,255 41.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   155,634 130.4   74,645 36.5 

営業利益又は営業損失(△)     △121,714 △102.0   9,610 4.7 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   2,404     128     

２．その他   155 2,560 2.1 506 634 0.3 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   1,723     881     

２．社債保証料   985     ―     

３．持分法による投資損失   1,923     2,774     

４．その他   470 5,104 4.2 2,762 6,418 3.1 

  経常利益又は経常損失(△)     △124,258 △104.1   3,826 1.9 

Ⅵ 特別損失               

１．減損損失 ※2 ― ― ― 29,411 29,411 14.4 

税金等調整前中間(当期) 
純損失 

  124,258 △104.1 25,585 △12.5

 法人税、住民税及び事業税   1,785     1,981     

 法人税等調整額   ― 1,785 1.5 △7 1,974 1.0 

 中間(当期)純損失     126,043 △105.6   27,559 △13.5 

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     585,445 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     585,445 

        

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △162,381 

Ⅱ 利益剰余金減少高       

 １．当期純損失   △27,559 △27,559 

Ⅲ 利益剰余金期末残高     △189,940 

      



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 726,695 585,445 △189,940 1,122,199 

中間連結会計期間中の変動額         

 新株の発行 
(新株予約権の行使) 

2,430 2,430   4,860 

 株式交換による増加   1,048,393   1,048,393 

 中間純損失     △126,043 △126,043 

 株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
(純額) 

        

中間連結会計期間中の変動額
合計                (千円) 

2,430 1,050,823 △126,043 927,209 

平成18年９月30日残高(千円) 729,125 1,636,268 △315,984 2,049,408 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) ― ― 1,122,199 

中間連結会計期間中の変動額       

 新株の発行 
(新株予約権の行使) 

    4,860 

 株式交換による増加     1,048,393 

 中間純損失     △126,043 

 株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
(純額) 

8 8 8 

中間連結会計期間中の変動額
合計                (千円) 

8 8 927,218 

平成18年９月30日残高(千円) 8 8 2,049,417 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１．税金等調整前中間(当期)純損失  △124,258 △25,585 

２．減価償却費   3,903 2,399 

３．減損損失   ― 29,411 

４．貸倒引当金の増減額   △44 44 

５．賞与引当金の増減額   △4,517 14,925 

６．受取利息及び受取配当金   △2,404 △128 

７．保険解約返戻金   ― △197 

８．支払利息   1,723 881 

９．新株発行費   ― 1,797 

10．株式交付費   470 ― 

11．持分法による投資損失   1,923 2,774 

12．売上債権の増減額   132,381 △100,665 

13．たな卸資産の増減額   △54,743 29,871 

14. 未払金の増減額   △7,754 2,478 

15. 未払費用の減少額   △1,415 △12,631 

16．未収消費税等及び未払消費税等の増減額   △18,069 ― 

17. その他   2,136 11,099 

小計   △70,668 △43,524 

18. 利息及び配当金の受取額   2,445 5 

19. 利息の支払額   △1,531 △1,132 

20. 法人税等の支払額   △1,253 △1,322 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △71,007 △45,974 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１．投資有価証券の取得による支出   △30,000 ― 

２．差入保証金の支払による支出   ― △140 

３．貸付けによる支出   △1,400,000 △500,000 

４．貸付金の回収による収入   1,400,000 ― 

５．保険解約による返戻金収入   ― 1,200 

６．保険積立金の支払による支出   △3,328 △3,669 

７．株式交換による子会社資金の受入額   114,437 ― 

８．その他   ― △160 

投資活動によるキャッシュ・フロー   81,108 △502,769 



  

  

   
当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１．短期借入金の純減額   △100,000 ― 

２．長期借入金の返済による支出   △11,600 △5,800 

３．株式発行による収入   4,389 ― 

４．社債の償還による支出   △20,000 △20,000 

５．その他   ― △1,797 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △127,210 △27,597 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △117,109 △576,340 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   718,241 1,294,582 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※1 601,131 718,241 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

  全ての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 2社 

  連結子会社名  

   情報政策研究所株式会社 

   モイス研究所株式会社 

   （注）モイス研究所株式会社は、当中間連結会計

期間において新たに取得したため、連結の範

囲に含めております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

  全ての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 1社 

  連結子会社名  

   情報政策研究所株式会社 

２ 持分法の適用に関する事項 

  関連会社はすべて持分法を適用しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  関連会社はすべて持分法を適用しております。 

(1) 持分法を適用した関連会社数  1社 

会社等の名称 

株式会社アストラルマネジメントカンパニー 

(1) 持分法を適用した関連会社数  1社 

会社等の名称 

   株式会社アストラルマネジメントカンパニー 

(2) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項  

   持分法適用会社（株式会社アストラルマネジメ
ントカンパニー）の中間決算日は中間連結決算日と

異なるため、中間連結財務諸表の作成に当たって

は、中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく

中間財務諸表を使用しております。 

(2) 持分法の適用の手続について特に記載する

必要があると認められる事項  

   持分法適用会社（株式会社アストラルマネジメン

トカンパニー）の決算日は連結決算日と異なるた

め、連結財務諸表の作成に当たっては、連結決算日

現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用して

おります。 

３ 中間連結決算日の変更に関する事項 

  

――――― 

３ 連結決算日の変更に関する事項 

  当社は、平成17年12月28日開催の臨時株主総会決議

により、決算日を12月31日から３月31日に変更いたし

ました。 

  これは、当社の事業年度を当社の主要な顧客である

中央省庁や地方自治体等の会計年度である毎年４月１

日から翌年３月31日に合わせる事により、年度計画の

策定や業績管理などの円滑化・効率化を図るととも

に、業績開示等の経営情報を適時に開示することを目

的としております。 

  これに伴い、当連結会計年度は平成18年１月１日か

ら平成18年３月31日までの３ヵ月間となっておりま

す。 

 なお、連結子会社（情報政策研究所株式会社）の決算

日についても、12月31日から３月31日に変更しており

ます。 

４ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

  情報政策研究所株式会社の中間決算日は、中間連結

決算日と一致しております。 

モイス研究所株式会社の中間決算日は７月31日であ

ります。連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。 

４ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 全ての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致して

おります。 



  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

５ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

   移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業組合等への出資については、

中間財務諸表に基づいて、組合の純資産を当社

の出資持分割合に応じて投資有価証券として計

上しております。 

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 ――――― 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

     なお、投資事業組合等への出資については、

事業年度の財務諸表に基づいて、組合の純資産

を当社の出資持分割に応じて投資有価証券とし

て計上しております。 

(ロ) デリバティブ 

  時価法によっております。 

(ハ)たな卸資産 

  商品 

   移動平均法による原価法によっております。 

仕掛品 

個別法による原価法によっております。 

貯蔵品 

最終仕入原価法によっております。 

(ロ)デリバティブ 

――――― 

(ハ)たな卸資産 

  商品 

――――― 

仕掛品 

同左 

貯蔵品 

 ――――― 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。 

建物       3～18年 

工具器具備品   3～15年  

(ロ)無形固定資産 

市場販売目的の当社が開発したソフトウエアにつ

いては見込販売期間（３年）に基づく定額法、自社

利用ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであり

ます。 

建物      10～18年 

工具器具備品 4～15年 

(ロ)無形固定資産 

自社利用ソフトウェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。 



  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

(3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上することとしております。 

(イ)貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

(ロ)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えて、支給見込額

の当中間連結会計期間負担額を計上しております。 

  

(ロ)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えて、支給見込額

の当連結会計年度負担額を計上しております。 

（追加情報） 

連結決算日の変更に伴い、当連結会計年度の負担

に属する未支給額が発生することとなったため、支

給見込額の当連結会計年度負担額を賞与引当金とし

て計上しております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  

  

  

(5) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の

範囲 

   手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年３月31日) 

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 

当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は、2,049,417千円であります。 

中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結

会計期間における中間連結財務諸表は、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しております。 

（企業結合に係る会計基準等） 

当中間連結会計期間から「企業結合に係る会計基

準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計基準第７号）並

びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年

12月27日 企業会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。 

この結果、経常損失及び税金等調整前中間純損失

が102,966千円それぞれ減少しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計

基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日）)及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

これにより税金等調整前当期純損失が29,411千円

増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結

財務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年３月31日) 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当中間連結会計期間から、「繰延資産の会計処理

に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平

成18年８月11日 実務対応報告第１号）を適用して

おります。 

従来は営業活動によるキャッシュ・フローの内訳

として表示していた「新株発行費」は、当中間連結

会計期間より「株式交付費」として表示する方法に

変更しております。 

  

――――― 

  

  

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
                              64,434千円 

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、
流動資産の「その他」に含めて表示しておりま
す。 

３  
――――――― 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
                             36,461千円 

※２     

――――――― 

  
３ 貸出コミットメントライン契約 

    当社は、資金調達の機動性及び安定性の確保を
目的として取引銀行と貸出コミットメントライン
契約を締結しております。当連結会計年度末にお
ける貸出コミットメントラインに係る借入未実行
残高等は次のとおりであります。 

    
   貸出コミットメントラインの総額  300,000千円 
   借入実行残高           100,000千円 
     差引額            200,000千円 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

給与手当         38,268千円 

役員報酬       25,572千円 

支払報酬       15,030千円 

支払手数料      17,595千円 

賞与引当金繰入額    3,144千円 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

給与手当         20,049千円 

役員報酬       10,400千円 

支払報酬        8,095千円 

支払手数料      11,018千円 

※２  

――――――― 

※２ 減損損失 

当社グループは、以下の資産グループについて減
損損失を計上いたしました。 

当社グループは、会社毎に資産のグルーピングを
行い、減損損失の認識の判定を行っております。 

減損損失は、持分法適用関連会社である株式会社

アストラルマネジメントカンパニーの株式取得によ

り発生した連結調整勘定相当額のうち、当連結会計

年度末における未償却残高29,411千円について、残

存償却年数にわたって回収可能性が認められないた

め、認識したものであります。 

場所 用途 種類 

株式会社アストラ
ルマネジメントカ
ンパニー 
(東京都千代田区) 

  
――― 

  

  

投資有価証券
(連結調整勘定
相当額) 
  



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 株式交換による増加 6,943株 

 ストックオプションの権利行使による増加 72株 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 30,968 7,015 ― 37,983

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

※1  現金及び現金同等物の中間連結会計期間末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係            

現金及び預金勘定      501,812千円 

有価証券          99,319千円 

現金及び現金同等物    601,131千円 

※1  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係  

       

現金及び預金勘定       718,241千円 

現金及び現金同等物     718,241千円 



(リース取引関係) 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

1 リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 

 及び中間期末残高相当額 

1 リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 

 及び期末残高相当額 

  

  

 

 
取得価額
相 当 額 
（ 千 円 ）

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
（ 千 円 ）

中間期末 
残  高 
相 当 額 
（ 千 円 ）

建 物 535 401 134 

工具器具備品 34,469 17,312 17,156 

合計 35,004 17,714 17,290 

  

  

 

 
取得価額
相 当 額
（ 千 円 ）

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
（ 千 円 ）

期末残高 
相 当 額 
（ 千 円 ）

工具器具備
品 

25,027 10,159 14,867 

合計 25,027 10,159 14,867 

        

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

  

１年内 7,678千円

１年超 10,294千円

合計 17,973千円   

１年内 4,434千円 

１年超 10,884千円 

合計 15,318千円 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

  

  

支払リース料 2,447千円

減価償却費相当額 2,246千円

支払利息相当額 246千円   

支払リース料 1,223千円 

減価償却費相当額 1,123千円 

支払利息相当額 135千円 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１ 時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額（千円） 

その他有価証券     

  ① 株式 2,047 2,948 900 

  ② その他 99,311 99,319 8 

計 101,358 102,267 908 

区分 中間連結貸借対照表計上額 (千円)

その他有価証券 

  ① 非上場株式  96,930 

  ② 投資事業組合出資金   6,060 

計 102,990 

区分 連結貸借対照表計上額 (千円)

その他有価証券 

  ① 非上場株式  61,730 

  ② 投資事業組合出資金   6,060 

計  67,790 



(デリバティブ取引関係) 

  当中間連結会計期間末（平成18年9月30日） 

デリバティブ取引の契約等、時価及び評価損益 

 (注) 時価の算定方法 

    時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

 前連結会計年度（自 平成18年1月1日 至 平成18年3月31日） 

  当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

対象物 
の種類 

取引の 
種類 

契約額等 
(千円) 

契約額等のうち
1年超 (千円) 

時 価
(千円) 

評価損益
(千円) 

金 利 
スワップ 
取 引 

200,000 200,000 △4,024 △4,024 

合 計 200,000 200,000 △4,024 △4,024 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

全セグメントの売上高及び営業利益の金額の合計額に占める業務・システム最適化ソリューション事業の割合がいずれも90％超で

あるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高及び営業利益の金額の合計額に占める業務・システム最適化ソリューション事業の割合がいずれも90％超で

あるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

  当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年３月31日） 

  海外売上高がないため該当事項はありません。 



(企業結合等関係) 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年4月１日 至 平成18年９月30日） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称及び取得

した議決権比率 

 (1) 被取得企業の名称及び事業の内容 

    モイス研究所株式会社  医療関連支援システム事業 

 (2) 企業結合を行った主な理由 

    医療関連システム事業への参入 

 (3) 企業結合日 

    平成18年８月１日 

 (4) 企業結合の法的形式 

    株式交換 

 (5) 結合後企業の名称 

    株式会社デュオシステムズ 

 (6) 取得した議決権比率 

    100.0％ 

  

２．中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

  当中間連結会計期間末において株式の取得が行われたものとみなして処理しており、当中間連結会計期間の業績には含んでおり

ません。 

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

  取得の対価 

   株式会社デュオシステムズの株式 1,048,393千円 

  取得に直接要した支出 

   アドバイザリー費用等         102,966千円 

      取得原価           1,151,359千円 

  

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法ならびに交付株式数及びその評価額 

 (1) 株式の種類及び交換比率 

    普通株式  株式会社デュオシステムズ １：モイス研究所株式会社 1.756 

 (2) 交換比率の算定方法 

     株式交換比率につきましては、第三者機関が以下の方法で算出した結果を踏まえ、両者間で協議のうえ、決定いたしまし

た。 

     株式会社デュオシステムズ 平成18年１月４日から平成18年３月31日までのマザーズ市場株価の平均値 

     モイス研究所株式会社   DCF(ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー)法及び類似会社比準法 

 (3) 交付株式数及びその評価額 

    6,943株  1,048,393千円 

  

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

 (1) のれんの金額   950,523千円 

(2) 発生原因 

モイス研究所株式会社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。 

 (3) 償却の方法及び償却期間 

    10年間で均等償却 



６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

   流動資産       240,908千円 

   固定資産        676,064千円  

    資産計        916,973千円  

   流動負債       551,672千円 

   固定負債        164,464千円  

    負債計        716,137千円 

７．企業結合が中間連結会計期間開始日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の中間連結損益計算書に及ぼす影響の概算

額 

    売上高及び損益情報 

売上高        696,914千円 

    営業損失       217,917千円 

    経常損失       234,793千円 

    中間純損失      214,355千円 

    1株当たり中間純損失   6,663.63円  

  

（注）概算額の算定方法及び重要な前提条件 

  ①企業結合が中間会計期間開始日に完了したと仮定して、売上高及び損益情報を計算しております。 

  ②のれんの償却期間及び償却方法は当中間連結会計期間開始の日から10年定額法で償却しております。なお、当該注記情報につ

いては監査証明を受けておりません。 



 (１株当たり情報) 

  

（注）算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり中間（当期）純損失 

  

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度
（自 平成18年１月１日 
  至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額
 

53,956.18円

１株当たり中間純損失
 

3,918.28円

１株当たり純資産額
 

36,237.38円

１株当たり当期純損失
 

889.94円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、新株引受権の残高がありますが、１株当たり中間純

損失が計上されているため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株引受権の残高がありますが、１株当たり当期純

損失が計上されているため、記載しておりません。 

  

（株式分割について） 

 当社は、平成18年2月17日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 37,127.32円  

１株当たり当期純損失  4,393.30円  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株引受権の残高がありますが、１株当たり当期純

損失が計上されているため、記載しておりません。 

  
当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

 中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額 
                  （千円) 

2,049,417
 

―
 

 普通株式に係る純資産額 (千円)
 

2,049,417
 

― 

 普通株式の発行済株式数（株）
 

37,983
 

― 

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式
の数（株） 

37,983
 

― 

  
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間連結損益計算書（連結損益計算書）上の 
中間（当期）純損失        （千円） 

126,043 27,559 

普通株式に係る中間（当期）純損失 （千円）
 

126,043 27,559 

普通株主に帰属しない金額 （千円）
 

― ― 

普通株式の期中平均株式数 （株）
 

32,168
 

30,968 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間(当期)純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要 

新株予約権（旧商法第
280条ノ19第１項の規定に
基づく新株引受権） 

1,272株 

新株予約権（旧商法第
280条ノ19第１項の規定
に基づく新株引受権） 

1,344株 



(重要な後発事象) 

  

(2)【その他】 

   該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
    至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年 1月 1日 
   至 平成18年３月31日） 

  

  

  

――――――― 

当社は、平成18年４月27日開催の取締役会において、

モイス研究所株式会社と株式交換により、当社がモイス

研究所株式会社の発行済株式総数の全株数を取得し、完

全子会社とする旨の株式交換契約について決議し、平成

18年５月１日付で株式交換契約を締結いたしました。同

契約は、平成18年６月29日開催の定時株主総会において

承認され、平成18年８月１日に株式交換が実施される予

定であります。 

1. 株式交換による完全子会社化の目的 

当社は昨年11月29日付リリースで開示している通

り、医療ビジネスへの事業参入を表明しております。

当社がこれまで培ってきた業務・システム最適化ソリ

ューションサービスを医療、介護、福祉等の新たな分

野に展開するとともに、今後、本格化が予想される公

的病院の民営化に関するノウハウを蓄積するなど、競

争力ある事業ドメインの拡充を企図して、病院経営を

支援する電子カルテ、調剤薬局向けシステム、介護支

援システム等を提供する事業を展開するモイス研究所

株式会社を株式交換により完全子会社化いたします。 

モイス研究所株式会社の病院・介護施設・調剤薬局

向けの支援システムのノウハウと当社の得意とする業

務・システム最適化ソリューションサービスを融合さ

せ、本格的に医療、介護、福祉等ヘルスケア分野にお

ける業務・システム最適化サービスの提供と、医療法

人の設立支援を含む病院再生ビジネスを展開させてま

いります。 

2. 株式交換の日程 

平成18年4月27日   株式交換契約書承認取締役会 

平成18年5月 1日   株式交換契約書の締結 

平成18年6月29日  株式交換契約書承認株主総会 

平成18年8月 1日   株式交換期日 

3. 交換比率 

モイス研究所株式会社の株式1株に対して、株式会社

デュオシステムズの株式1.756株を割当て交付する。 

4. 株式交換により交付する新株式数 

普通株式 6,943株 

5. 完全子会社化する会社の概要 

（1）商号    モイス研究所株式会社 

（3）本店所在地 東京都千代田区麹町5丁目3番地 

（4）代表者   内田 清治 

（5）規模  
平成18年1月31日現在 
    総資産    785百万円 
    純資産    198百万円 
    資本金   202百万円 

（2）事業内容 医療・福祉系システム・パッケージ

ソフトの開発及び販売ほか 



  
２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
当中間会計期間末 
(平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ⅰ 流動資産
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

１．現金及び預金
 

 
 

265,731
 

 
 

 
 

698,900
 

 
 

 
 

２．売掛金
 

 
 

33,959
 

 
 

 
 

164,733
 

 
 

 
 

３．たな卸資産
 

 
 

69,063
 

 
 

 
 

14,319
 

 
 

 
 

４．短期貸付金
 

 
 

500,000
 

 
 

 
 

500,000
 

 
 

 
 

５．その他
 

※2
 

124,433
 

 
 

 
 

14,895
 

 
 

 
 

流動資産合計
 

 
 

 
 

993,187
 
41.3
 

 
 

1,392,849
 
85.7
 

Ⅱ 固定資産
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

１．有形固定資産
 

※1
 

30,118
 

 
 

 
 

32,994
 

 
 

 
 

２．無形固定資産
 

 
 

1,378
 

 
 

 
 

1,765
 

 
 

 
 

３．投資その他の資産
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

(1)関係会社株式
 

 
 

1,186,977
 

 
 

 
 

―
 

 
 

 
 

(2)その他
 

 
 

195,477
 

 
 

 
 

198,446
 

 
 

 
 

投資その他の資産合計
 

 
 

1,382,454
 

 
 

 
 

198,446
 

 
 

 
 

固定資産合計
 

 
 

 
 

1,413,951
 
58.7
 

 
 

233,206
 
14.3
 

資産合計
 

 
 

 
 

2,407,138
 
100.0

 
 
 

1,626,056
 
100.0

 

                



  

  

    
当中間会計期間末 
(平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ⅰ 流動負債
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

１．短期借入金
 

 
 

100,000
 

 
 

 
 

200,000
 

 
 

 
 

２．１年内返済予定 
長期借入金 

  23,200     23,200     

３．１年内償還予定社債
 

 
 

40,000
 

 
 

 
 

40,000
 

 
 

 
 

４．賞与引当金
 

 
 

10,407
 

 
 

 
 

14,925
 

 
 

 
 

５．その他
 

 
 

35,261
 

 
 

 
 

51,580
 

 
 

 
 

流動負債合計
 

 
 

 
 

208,869
 

8.7
 

 
 

329,706
 
20.3
 

Ⅱ 固定負債
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

１．社債
 

 
 

120,000
 

 
 

 
 

140,000
 

 
 

 
 

２．長期借入金
 

 
 

23,600
 

 
 

 
 

35,200
 

 
 

 
 

固定負債合計
 

 
 

 
 

143,600
 

5.9
 

 
 

175,200
 
10.8
 

負債合計
 

 
 

 
 

352,469
 
14.6
 

 
 

504,906
 
31.1
 

（資本の部）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ⅰ 資本金
 

 
 

 
 

―
 

―
 

 
 

726,695
 
44.7
 

Ⅱ 資本剰余金
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

資本準備金
 

 
 

―
 

 
 

 
 

585,445
 

 
 

 
 

資本剰余金合計
 

 
 

 
 

―
 

―
 

 
 

585,445
 
36.0
 

Ⅲ 利益剰余金
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

当期未処理損失
 

 
 

―
 

 
 

 
 

190,989
 

 
 

 
 

利益剰余金合計
 

 
 

 
 

―
 

―
 

 
 

△190,989
 
△11.8

 

資本合計
 

 
 

 
 

―
 

―
 

 
 

1,121,150
 
68.9
 

負債・資本合計
 

 
 

 
 

―
 

―
 

 
 

1,626,056
 
100.0

 

                



  

  

  
当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)
 

              

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     729,125 30.3   ― ― 

２．資本剰余金               

資本準備金   1,636,268     ―     

資本剰余金合計     1,636,268 68.0   ― ― 

３．利益剰余金               

その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   △310,731     ―     

利益剰余金合計     △310,731 △12.9   ― ― 

株主資本合計     2,054,661 85.4   ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券 
評価差額金 

 8 ―  

評価・換算差額等合計     8 0.0   ― ― 

純資産合計     2,054,669 85.4   ― ― 

負債純資産合計     2,407,138 100.0   ― ― 

      



  
② 【中間損益計算書】 

  

  

    
当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高
 

 
 

119,396
 

100.0
 

203,143
 

100.0
 

Ⅱ 売上原価
 

 
 

85,475
 

71.6
 

123,118
 

60.6
 

売上総利益
 

 
 

33,920
 

28.4
 

80,024
 

39.4
 

Ⅲ 販売費及び一般管理費
 

 
 

153,100
 

128.2
 

71,948
 

35.4
 

営業利益又は営業損失 
(△) 

  △119,179
 

△99.8
 

8,075
 

4.0
 

Ⅳ 営業外収益
 

※1
 

4,313
 

3.6
 

634
 

0.3
 

Ⅴ 営業外費用
 

※2
 

3,180
 

2.7
 

3,643
 

1.8
 

経常利益又は経常損失 
(△) 

  △118,047
 

△98.9
 

5,066
 

2.5
 

Ⅵ 特別損失
 

※3
 

―
 

―
 

34,382
 

16.9
 

税引前中間(当期)純損失
 
 
 

118,047
 

△98.9
 

29,315
 
△14.4

 

法人税、住民税及び 
事業税 

  1,695 1.4 1,431 0.7 

中間(当期)純損失
 

 
 

119,742
 

△100.3
 

30,747
 
△15.1

 

前期繰越損失
 

 
 

―
 

 
 

160,242
 

 
 

当期未処理損失
 

 
 

―
 

 
 

190,989
 

 
 

            



  
③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 利益剰余金 

合計 
  

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 726,695 585,445 585,445 △190,989 △190,989 1,121,150 

中間会計期間中の変動額             

 新株の発行 
(新株予約権の行使) 

2,430 2,430 2,430     4,860 

 株式交換による増加   1,048,393 1,048,393     1,048,393 

 中間純損失       △119,742 △119,742 △119,742 

 株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額 
(純額） 

            

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

2,430 1,050,823 1,050,823 △119,742 △119,742 933,510 

平成18年９月30日残高(千円) 729,125 1,636,268 1,636,268 △310,731 △310,731 2,054,661 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) ― ― 1,121,150 

中間会計期間中の変動額       

 新株の発行 
(新株予約権の行使) 

    4,860 

 株式交換による増加     1,048,393 

 中間純損失     △119,742 

 株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) 

8 8 8 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

8 8 933,519 

平成18年９月30日残高(千円) 8 8 2,054,669 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法を採用しております。 

  ②その他有価証券 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ②その他有価証券  

 時価のあるもの 
  中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法により算定）によっておりま
す。 
時価のないもの 

  移動平均法による原価法によっております。 

   なお、投資事業組合等への出資については、中間

財務諸表に基づいて、組合の純資産を当社の出資持

分割合に応じて投資有価証券として計上しておりま

す。 

時価のあるもの
――――――― 

  
  

  
時価のないもの 
移動平均法による原価法によっております。 

    なお、投資事業組合等への出資については、事 

   業年度の財務諸表に基づいて、組合の純資産を当 

   社の出資持分割合に応じて投資有価証券として計

上しております。 

 (2) たな卸資産 

仕掛品 

   個別法による原価法によっております。 

 (2) たな卸資産 

仕掛品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法によっております。なお、主な耐用年数

は、以下のとおりであります。 

    建物       8～18年 

    工具器具備品   3～15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法によっております。なお、主な耐用年数

は、以下のとおりであります。 

    建物      10～18年 

工具器具備品   4～15年 

 (2) 無形固定資産 

自社利用ソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

  

３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上することとしております。 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えて、支給見込額

の当中間会計期間負担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えて、支給見込額の

当事業年度負担額を計上しております。 

（追加情報） 

 決算日の変更に伴い、当事業年度の負担に属する未

支給額が発生することとなったため、支給見込額の当

事業年度負担額を賞与引当金として計上しておりま

す。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な

事項 

 (1) 消費税等の処理方法 

   税抜方式によっております。 

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の処理方法 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至  平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至  平成18年３月31日） 

  

――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。      

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は2,054,669千円であります。 

中間財務諸表等規則の改正により、当中間会

計期間における中間財務諸表は、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度から「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 
    
  

――――――― 

（企業結合に係る会計基準等） 

当中間会計期間から「企業結合に係る会計基

準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準第

７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用

指針第10号）を適用しております。 

この結果、経常損失及び税引前中間純損失が

102,966千円それぞれ減少しております。 

  

――――――― 
  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至  平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至  平成18年３月31日） 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

  当中間会計期間から、「繰延資産の会計処理

に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会

平成18年８月11日 実務対応報告第１号）を適

用しております。 

  従来は営業外費用の内訳として表示していた

「新株発行費」は、当中間会計期間より「株式

交付費」として表示する方法に変更しておりま

す。 

  
  

――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

39,337千円

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動資産の「その他」に含めて表示

しております。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

36,461千円

※２      ＿＿＿＿＿＿＿ 

３ 偶発債務  
  銀行借入に対する保証債務 

モイス研究所株式会社   200,000千円 

   計         200,000千円 

３      ＿＿＿＿＿＿＿ 

４      ＿＿＿＿＿＿＿ ４ 貸出コミットメントライン契約 

当社は、資金調達の機動性及び安定性の確保を目的
として取引銀行と貸出コミットメントライン契約を締
結しております。当事業年度末における貸出コミット
メントラインに係る借入未実行残高等は次のとおりで
あります。 

  

貸出コミットメントラインの総額  300,000千円 
借入実行残高           100,000千円 

     差引額          200,000千円 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１  営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息            2,402千円 

業務受託手数料         1,800千円 

※２  営業外費用のうち主要なもの 

支払利息            1,083千円 

社債利息             640千円 

社債保証料            985千円 

   株式交付費            470千円 

  

※３       ＿＿＿＿＿＿＿ 

  

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産          2,875千円 

無形固定資産           387千円 

※１  営業外収益のうち主要なもの 

受取利息            128千円 

保険解約返戻金         197千円 

※２  営業外費用のうち主要なもの 

支払利息            652千円 

社債利息            228千円 

新株発行費          1,797千円 

コミットメントフィー      434千円 

社債保証料           530千円 

※３ 特別損失のうち主要なもの 

   関係会社株式評価損      34,382千円 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産         1,715千円 

無形固定資産          350千円 

    



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 株式交換による増加 6,943株 

 ストックオプションの権利行使による増加 72株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 30,968 7,015 ― 37,983



(リース取引関係) 
  

  

(有価証券関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間末において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年３月31日） 

当事業年度末において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

(企業結合等関係) 

(１) 中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。 

  

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

中間期末
残高相当額
(千円) 

工具器具備品 25,027 12,406 12,620

合計 25,027 12,406 12,620

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具備品 25,027 10,159 14,867 

合計 25,027 10,159 14,867 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 4,499千円

１年超 8,618千円

 合計 13,117千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,434千円 

１年超 10,884千円 

合計 15,318千円 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 2,447千円

減価償却費相当額 2,246千円

支払利息相当額 246千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 1,223千円 

減価償却費相当額 1,123千円 

支払利息相当額 135千円 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 



 (１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり中間（当期）純損失 

  

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 54,094.45円 １株当たり純資産額 36,203.51円

１株当たり中間純損失 3,722.40円 １株当たり当期純損失 992.87円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、新株引受権の残高がありますが、１株当たり中間純

損失が計上されているため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株引受権の残高がありますが、１株当たり当期純

損失が計上されているため、記載しておりません。 

  

（株式分割について） 

 当社は、平成18年2月17日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 37,196.37円  

１株当たり当期純損失 4,358.43円  
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株引受権の残高がありますが、１株当たり当期純

損失が計上されているため、記載しておりません。 

  
当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

 中間貸借対照表の純資産の部の合計額 (千円)
 

2,054,669
 

―
 

 普通株式に係る純資産額 (千円)
 

2,054,669
 

―
 

普通株式の発行済株式数（株）
 

37,983
 

―
 

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式
の数（株） 

37,983
 

―
 

  
当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間損益計算書（損益計算書）上の中間 
（当期）純損失          （千円） 

119,742
 

30,747
 

普通株式に係る中間（当期）純損失 （千円）
 

119,742
 

30,747
 

普通株主に帰属しない金額 （千円）
 

― ― 

普通株式の期中平均株式数 （株）
 

32,168
 

30,968
 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

新株予約権（旧商法第
280条ノ19第１項の規定に
基づく新株引受権） 

1,272株 

新株予約権（旧商法第
280条ノ19第１項の規定
に基づく新株引受権） 

1,344株 



  (重要な後発事象) 

  
  

(2)【その他】 

   該当事項はありません。 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

  

――――――― 

当社は、平成18年４月27日開催の取締役会におい

て、モイス研究所株式会社と株式交換により、当社が

モイス研究所株式会社の発行済株式総数の全株数を取

得し、完全子会社とする旨の株式交換契約について決

議し、平成18年５月１日付で株式交換契約を締結いた

しました。同契約は、平成18年６月29日開催の定時株

主総会において承認され、平成18年８月１日に株式交

換が実施される予定であります。 

1. 株式交換による完全子会社化の目的 

   当社は昨年11月29日付リリースで開示している通

り、医療ビジネスへの事業参入を表明しております。

当社がこれまで培ってきた業務・システム最適化ソリ

ューションサービスを医療、介護、福祉等の新たな分

野に展開するとともに、今後、本格化が予想される公

的病院の民営化に関するノウハウを蓄積するなど、競

争力ある事業ドメインの拡充を企図して、病院経営を

支援する電子カルテ、調剤薬局向けシステム、介護支

援システム等を提供する事業を展開するモイス研究所

株式会社を株式交換により完全子会社化いたします。 

  モイス研究所株式会社の病院・介護施設・調剤薬局

向けの支援システムのノウハウと当社の得意とする業

務・システム最適化ソリューションサービスを融合さ

せ、本格的に医療、介護、福祉等ヘルスケア分野にお

ける業務・システム最適化サービスの提供と、医療法

人の設立支援を含む病院再生ビジネスを展開させてま

いります。 

2. 株式交換の日程 

平成18年4月27日  株式交換契約書承認取締役会 

平成18年5月 1 日  株式交換契約書の締結 

平成18年6月29日 株式交換契約書承認株主総会 

平成18年8月 1 日 株式交換期日 

3. 交換比率 

モイス研究所株式会社の株式1株に対して、株式会社

デュオシステムズの株式1.756株を割当て交付する。 

4. 株式交換により交付する新株式数 

普通株式 6,943株 

5. 完全子会社化会社の概要 

（1）商号    モイス研究所株式会社 

（3）本店所在地 東京都千代田区麹町5丁目3番地 

（4）代表者   内田 清治 

（5）規模  

平成18年1月31日現在 

    総資産    785百万円 

    純資産    198百万円 

    資本金   202百万円 

（2）事業内容 医療・福祉系システム・パッケージソ

フトの開発及び販売ほか 



  
第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

（1）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書を平成18年

４月10日に提出 

（2）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）の規定に基づく臨時報告書を平成18年５

月２日に提出 

（3）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第18期(自 平成18年１月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提出 

（4）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成18年６月29日に提出した有価証券報告書に係る訂正報告書を平成18年７月７日関東財務局長に提出 

（5）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書を平成18

年12月13日に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。 

  

  



  

独立監査人の中間監査報告書 
平成18年12月14日

  
株 式 会 社 デ ュ オ シ ス テ ム ズ 
 取 締 役 会 御 中 

  

                                         監  査  法  人  和  宏  事  務  所 
                                          

   

  
  

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社デュオシス

テムズの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。    

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社デュオシステムズ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

追記情報 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から企業結合に係

る会計基準等を適用しているため、当該会計基準等により中間連結財務諸表を作成している。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以   上

  

代 表 社 員
公認会計士   髙  木  快  雄 ㊞ 

業務執行社員

代 表 社 員
公認会計士   荒  木  正  博 ㊞ 

業務執行社員

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 
平成18年12月14日

  
株 式 会 社 デ ュ オ シ ス テ ム ズ 
 取 締 役 会 御 中 

  

                                         監  査  法  人  和  宏  事  務  所 
                                          

   

  
  

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社デュオシス

テムズの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第19期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。    

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社デュオシステムズの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９

月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から企業結合に係る会計基

準等を適用しているため、当該会計基準等により中間財務諸表を作成している。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以   上

  

代 表 社 員
公認会計士   髙  木  快  雄 ㊞ 

業務執行社員

代 表 社 員
公認会計士   荒  木  正  博 ㊞ 

業務執行社員

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 
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